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リサイクル、省資源、省エネルギーなど、環境に配慮した取り
組みが行われている

満足度 3.43 7位／46位
重要度 4.13 27位／46位
ニーズ度 0.70 37位／46位

3.4 2.6

103

3.6

目標値

135

所管課

3.0

平成23年度

27位／48位
0.76 35位／48位

平成27年度
平成25年度 平成26年度 平成27年度

総合計画掲載
目標値 目標年度

施　策　指　標　の　実　績　値　・　目　標　値

8位／48位ニーズ度 6位／46位

2.71
4.24
1.53

39位／46位
19位／46位

（２）
（３）

0 0
10,399 環境管理課

150

31

平成27年度

5.5

57.8

決算額 決算額

3.6

平成26年度

16,503

(5.5)

平成23年度

40位／48位
20位／48位

3177

期　待　さ　れ　る　成　果

9,472

平成25年度

3,023

8,700

平成24年度

9,932
決算額

3.40 8位／48位
4.16

環境管理課

61.8

3,038
0 環境管理課

設問

ポイ捨てがないなど、まちがきれいである

施 策 指 標 平成24年度

満足度
重要度

1,445 1,419 環境管理課1,423空き缶ポイ捨て防止事業

（１）地球環境にやさしい都市システムの構築
　持続可能な社会の構築を目指して、地球環境に配慮した製品の普及促進方法の検討や、自然・新エネルギーの利用促進に取り組みます。
　また、地球温暖化対策として、市民や事業者とともに温室効果ガス排出量の削減に取り組みます。

（２）自然環境の保全と活用
　市内に残された緑豊かな自然環境を次世代に継承していくため、保存樹林、保存樹木の制度の普及に努めるとともに、増加する外来生物に
適切に対応し、生態系の保全に努めます。
　また、豊かな自然環境を持つ農村空間の整備を目指して、生態系の保全に配慮しながらため池や農業用排水施設などの整備に取り組みま
す。
水と緑の里については、ボランティアによる市民主体の維持管理を目指して、その手法について運営委員会による検討を行い、里山や生態系
の保全に取り組みます。

（３）環境保全対策
　環境を保全するため、環境の保全に関する協定に基づく立入り調査等、発生源の継続的な監視により大気汚染や水質汚濁などの未然防止に
取り組むとともに、県や近隣市と調整しながら測定項目や測定箇所の適正化を図り、より効果的な環境監視に努めます。

（４）環境教育
　環境への理解を深めるため、環境学習会等の機会充実と市民の参加を促進し、講座内容や開催方法、広報手段の充実を図ります。
　また、環境学習の担い手として、ＮＰＯや市民活動団体の育成に取り組みます。

（５）市民による環境美化活動の推進
　環境美化への意識を高めるため、市民や企業参加による清掃活動への支援や、ごみのポイ捨て防止対策などに取り組みます。
　また、環境美化に協力する団体に四季折々の花株や花の種子を配布し、市内のＪＲ２駅で育ててもらうなど、きれいなまちづくりの推進に
取り組みます。

平成２７年度　施策評価シート

1,416

大気汚染監視機器整備事業

2,996 3,047

住宅用太陽光発電システム設置補助事業

ポイ捨てごみ収集量（t）

1.49

平成26年度

施　策　の　方　向　性

１

連絡先
環境管理課 0438-62-3404

市　民　意　識　調　査

環境

56.8

5.7

所管課

環境学習講座への参加者数（人） 147

2.77
4.26

5,379 環境管理課

　地球にやさしい都市システムの構築と自然環境や生態系を大切にする成熟したまちづくりによって、市民の自然に対する想いに応えるとと
もに、持続可能な循環型社会の実現が期待されます。
　また、清掃活動の推進、ポイ捨て防止の促進などによって、魅力的なまちづくりを展開することで、より多くの市民に愛される街並みの創
出や自然環境の保全が期待されます。

施策

決算見込額

持続可能な社会づくりへの貢献

省エネに取り組んでいる市民の割合（％） 87.3 87.1
95.0

31

5,775 6,962

90 106

放射能調査・監視事業 ― 0 0 0 環境管理課

№ 25 （１）

実　施　計　画　事　業

空気・水のきれいさに満足している市民の割合
（％）

水と緑のさと「しいのもり」整備事業

(90.0)

再生可能エネルギー・地球温暖化対策事業 ―

章
節

第５章
１節

環境保全・美化 （４）



（２）
（３）

平成２７年度　施策評価シート

１

連絡先
環境管理課 0438-62-3404

環境

所管課

施策
持続可能な社会づくりへの貢献

№ 25 （１）
章
節

第５章
１節

環境保全・美化 （４）

今後の方向性 ○ （事業見直しの必要性　○：現状維持　◆：事業拡充・事業追加　▲：一部事業見直しが必要（事業の再検討）)

　事業については計画どおり実施されている。
　環境学習講座については、アンケートの実施により参加者のニーズに応じたテーマを設定するなど参加者数増加の方策に取り組むととも
に、第３期実施計画に位置付けた事業の計画的な推進により、施策目標の達成に努められたい。

事業の有効性 ○ （施策に対する事業の評価　○：効果的である　▲：効果が不十分　×：効果なし）

参考：市民意識調査の分析（平成２６年度結果分析）

「環境との共生」については、相対的に市民の関心は平均的で、満足度は高い。
「環境美化」については、相対的に市民の関心がやや高く、満足度は低い。
これらのことから、環境との共生の分野については、市民ニーズがある程度満たされていると分析できるが、環境美化の分野については、市
民ニーズがあまり満たされておらず、今後、取組みの充実が求められていると分析できる。

最　終　評　価　欄

総括評価

事業の有効性 ○ （施策に対する事業の評価　○：効果的である　▲：効果が不十分　×：効果なし）

今後の方向性 ○ （事業見直しの必要性　○：現状維持　◆：事業拡充・事業追加　▲：一部事業見直しが必要（事業の再検討））

評　価　担　当　課　長　評　価　欄（平成２７年度評価）

一次評価（現状の課題、事業の有効性等）

・住宅太陽光発電システム設置補助事業及び住宅用省エネルギー設置補助事業について、県の補助事業を活用して一般住宅への補助金交付を
行った。２７年度から新たに蓄電システムを補助対象としたほか、従前の補助事業の利用者も増加しており、再生可能エネルギーの利用促
進・及びエネルギーの有効利用促進にあたって効果的な施策である。
・しいのもりのボランティア活動については、緑の保全と市民の余暇活動の場となっており、参加者も増加しているが、若年層の参加者が少
ない。
・大気環境の状況を的確に把握するために、耐用年数を経過した測定機器等を更新した。また、ばい煙発生施設（工場・事業場）の立入り調
査を実施するなど、発生源の監視に努めた。
・空き缶ポイ捨て防止対策については、広報紙での啓発や、啓発看板設置などを行った。ポイ捨てゴミの収集量は減少傾向にあり有効な施策
であるが、引続き効果的な対策を検討する必要がある。
・公共施設への再生可能エネルギー導入ガイドラインを策定した。

今後の方針等

・住宅太陽光発電システム設置、住宅用省エネルギー設備（エネファーム）設置等の補助事業は、再生可能エネルギーの利用促進にあたって
有効的な施策であることから、今後も県の補助事業を活用しながら検討していく。
・しいのもりボランティアの若年層の取り込みについては、広報紙やホームページ、また、しいのもりを会場とした散策会をとおしてＰＲ及
び募集を行う。
・環境学習講座については、環境意識の浸透を図るために必要な施策であることから、講座内容を検討して参加者の増加に努める。
・空き缶ポイ捨て防止対策については、引き続き広報紙や看板設置などによる啓発を行うことに加え、市内通過者や来訪者による空き缶のポ
イ捨てが多いと想定されることから、啓発効果がある方策を検討する。
・公共施設への再生可能エネルギー導入については、２８年度中に基礎調査として、対象施設の耐力や屋根の傾斜や向きなどの調査を行う。

○住宅用太陽光発電システム設置補助事業
　補助件数　１１１件
○住宅用省エネルギー設置補助事業
　補助件数
　・燃料電池システム　　　６５件
　・蓄電システム　　　　　２４件
○水と緑の里「しいのもり」整備事業
　ボランティア作業　１８回／年
　延べ参加者　４９６人
○大気環境監視機器整備事業
　窒素酸化物・浮遊粒子状物質　川原井局 1台
　硫黄酸化物・浮遊粒子状物質　福王台局 1台
　風向風速　長浦局１台
○環境学習講座  ４回開催
　テーマ「地球温暖化と私たちの生活への影響に
ついて」
　１回目：地球温暖化がもたらす影響について考
えよう～気候の変化・水問題・食糧問題～
　２回目：新日鐵住金君津製鉄所工場見学
　３回目：世界とのかかわり～ＣＯ２削減目標と
は？～
　４回目：簡単！賢く！！節エネライフ～普段の
生活の中でできることを考えよう～
○空き缶ポイ捨て防止事業
　空き缶等ポイ捨て禁止・啓発看板配布枚数
 ５７枚
○公共施設への再生可能エネルギー導入ガイドラ
インを策定した。
　庁内導入検討委員会議の開催（３回）

○住宅用太陽光発電システム設置補助事業
　補助件数　１０６件

○住宅用省エネルギー設置補助事業
　補助件数　　１７件

○水と緑の里「しいのもり」整備事業
　ボランティア作業　１５回／年
　延べ参加者　３５７人

○大気環境監視機器整備事業
　硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定器　2台
　オキシダント測定機　吉野田局　１台
　風向風速雨量測定機　蔵波局　１台
　風向風速測定機　三ツ作局　１台

○環境学習講座  ４回開催
　テーマ １回目：ＰＭ２．５
　　　　 ２回目：地球温暖化
　　　　 ３回目：里山と人との関わり
　　　　 ４回目：家庭でできる省エネ対策

○空き缶ポイ捨て防止事業
　空き缶等のポイ捨て禁止・啓発看板配布枚
数   ９４枚

平成２５年度実績 平成２６年度実績 平成２７年度実績
○住宅用太陽光発電システム設置補助事業
　補助件数　１２０件
○住宅用省エネルギー設置補助事業
　補助件数　　１９件
○水と緑の里「しいのもり」整備事業
　ボランティア作業　１７回／年
　延べ参加者　４１５人
○大気環境監視機器整備事業
　硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定器　横田
局　１台
　一酸化炭素測定機　福王台局　１台
　ＰＭ２．５測定機　長浦局　１台
　風向風速温度湿度雨量日射紫外線　横田局
１台
○環境学習講座  ４回開催
　１回目：ゴミ処理の現状と減量化・資源化
への取組み
　２回目：かずさクリーンシステム施設見学
　３回目：水質と私たちの生活との関わり
　４回目：家庭の省エネ対策
○空き缶ポイ捨て防止事業
　空き缶等ポイ捨て禁止・啓発看板配布枚数
７０枚
○公共施設（建築物）への再生可能エネル
ギー導入方針の策定業務
　庁内導入検討委員会議の開催（４回）

実　施　計　画　事　業　概　要
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所管課

3.43
設問 平成23年度

7位／46位
重要度

平成２７年度　施策評価シート № 26

施 策 指 標 平成23年度 平成24年度

満足度
重要度
ニーズ度

リサイクル、省資源、省エネルギーなど、環境に配慮した取り
組みが行われている

満足度

章
節
施策

第５章
２節
１ 廃棄物・リサイクル

環境 （２）

目標年度

2,469

37.0

3,000 4,281

26.0

ごみ処理、し尿処理が適正に行われている

3.52
4.39
0.88

5位／46位
9位／46位

38,987 廃棄物対策課

31642

所管課

850 31

31

平成27年度

(699)

決算見込額

642

4.41
0.90

37位／46位

3.40

892

平成27年度
平成25年度 平成26年度 平成27年度

目標値

2,611

682

決算額決算額

ごみ総排出量に対するリサイクルの割合（％） 29.2 30.0

決算額

30.0

ごみ最終処分量（t）

市　民　意　識　調　査

循環型地域社会の推進

　ごみ減量化とリサイクルを中心に循環型の地域社会を形成することで、環境にやさしい良質なまちづくりの実現が期待できます。
　また、市民一人ひとりが、ごみの減量やリサイクルに取り組むことにより、発生抑制、再使用、再生利用の高い環境意識が育まれます。

3.51

4.13 27位／46位
ニーズ度 0.70

（４）
（３）

廃棄物対策課

実　施　計　画　事　業　概　要
平成２５年度実績 平成２６年度実績

資源ごみ回収量（t）

881１人当たり１日のごみ排出量（g/ 人/ 日）

2,620

845

ごみ指定袋制事業 32,318 36,17139,622

2,400

575 575

平成26年度平成25年度平成24年度
実　施　計　画　事　業

2,434

674 756

35位／48位

施　策　指　標　の　実　績　値　・　目　標　値

29位／46位

総合計画掲載

ごみ資源化推進事業 55,134 61,829

粗大ごみ戸別収集処理事業

6,423廃棄物・土砂対策事業

21,253 10,987合併処理浄化槽設置補助事業

5,264

13,258 8,024

62,406

14,643

5,691

63,023

下水対策課

廃棄物対策課

廃棄物対策課

平成２７年度実績
・ごみ指定袋制事業
　　ごみ指定袋製造枚数：4,250,000枚
　　ごみ指定袋販売枚数：4,050,000枚

・ごみ資源化推進事業
　　資源回収自治会事業参加数：115団体
　　資源回収量（自治会分）：1,813ｔ
　　資源回収団体事業参加数：18団体
　　資源回収量（団体分）：807ｔ

・粗大ごみ戸別収集処理事業
　　粗大ごみ処理券販売枚数：2,230枚
　　　　　　　　　　　　（次頁へ）

・ごみ指定袋制事業
　　ごみ指定袋製造枚数：3,950,000枚
　　ごみ指定袋販売枚数：3,499,500枚

・ごみ資源化推進事業
　　資源回収自治会事業参加数：115団体
　　資源回収量（自治会分）：1,791ｔ
　　資源回収団体事業参加数：15団体
　　資源回収量（団体分）：821ｔ

・粗大ごみ戸別収集処理事業
　　粗大ごみ処理券販売枚数：3,190枚
　　　　　　　　　　　　（次頁へ）

・ごみ指定袋制事業
　　ごみ指定袋製造枚数：3,850,000枚
　　ごみ指定袋販売枚数：3,835,000枚

・ごみ資源化推進事業
　　資源回収自治会事業参加数：116団体
　　資源回収量（自治会分）：1708ｔ
　　資源回収団体事業参加数：16団体
　　資源回収量（団体分）：761ｔ

・粗大ごみ戸別収集処理事業
　　粗大ごみ処理券販売枚数：4,140枚
　　　　　　　　　　　　（次頁へ）

連絡先
廃棄物対策課 0438-63-1881（１）

28.9

目標値

平成26年度

25位／46位

5位／46位
10位／46位

8位／48位
4.16

施　策　の　方　向　性
（１）ごみ減量化とリサイクルの推進
　ごみの減量化・資源化を総合的に推進することを目指して、市民や事業所における徹底したごみの分別収集に取り組むとともに、収集品目
や収集体制等の見直しによって資源化及び資源回収率の向上を目指します。また、事業系のごみについては、一層の減量化を促進します。

（２）ごみの適正処理
　ごみの適正処理を図るため、ごみ処理施設等の整備充実を図るとともに、より効率的な処理を実施するため、君津地域広域廃棄物処理事業
の適正な運営に努めます。

（３）し尿の適正処理
　施設の老朽化が進行する中で、補修費の抑制を図るため、施設の効率的な運用と適切な維持管理に努めます。
　また、河川等の公共水域の水質保全を図るため、単独処理浄化槽の使用者に対して合併処理浄化槽への設置替えを行うよう啓発に取り組む
とともに、合併処理浄化槽設置への補助を継続して行います。

（４）不法投棄の防止
　不法投棄監視員や土砂等対策指導員などによるパトロールを継続し、廃棄物の不法投棄防止や、残土条例に基づく適切な指導を行い土砂等
による土壌汚染と災害の発生防止に努めるとともに、廃棄物や土砂等の適正処理について啓発していきます。

期　待　さ　れ　る　成　果

3133.0

27位／48位
0.76

842 850927

- 13,272 15,751

3,749
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第５章
２節
１ 廃棄物・リサイクル

環境 （２）
循環型地域社会の推進

（４）
（３）

連絡先
廃棄物対策課 0438-63-1881（１）

　

実　施　計　画　事　業　概　要

事業の有効性 ○ （施策に対する事業の評価　○：効果的である　▲：効果が不十分　×：効果なし）

今後の方向性 ○ （事業見直しの必要性　○：現状維持　◆：事業拡充・事業追加　▲：一部事業見直しが必要（事業の再検討））

一次評価（現状の課題、事業の有効性等）

・ごみ減量化については、粗大ごみが前年度と比較して増加していることから、粗大ごみの出し方について制度の周知・ＰＲを行い、最終処
分量の減量化を図る必要がある。
・リサイクルの推進（ゴミの資源化）については、行政や市民等それぞれの役割の中で、引き続き自治会や各種団体等による資源回収事業の
ＰＲを行うなど、回収量の増加を図っていく必要がある。
・施策指標として掲げたごみ総排出量に対するリサイクルの割合と資源ごみの回収量の向上を図るため、容器包装プラスチックの分別収集に
ついて検討する必要がある。
・ごみの適正処理については、引き続き君津地域広域廃棄物処理事業による安定的な中間処理を行った。ただし、現状のかずさクリーンシス
テムの協定期間が平成３３年度末から５年間延長となったものの、早急に次期広域廃棄物処理施設の施設整備方針や建設候補地等ある程度の
方向性を定める必要がある。
・し尿の適正処理については、近年、市街化区域周辺の宅地開発が増加していることもあり、浄化槽汚泥搬入量が増加しており、平成４年か
ら供用している施設の老朽化が進んできている。
・廃棄物・土砂対策事業については、土砂等対策指導員を２名体制とし、週６日のパトロールを実施することで、残土の不適正埋立てや廃棄
物の不法投棄について監視体制の強化を図っているが、残土の流入が続いているため、地域の環境を守る新たな残土規制の整備が必要となっ
ている。

今後の方針等

・ごみ減量化とリサイクルの推進については、平成26年度に改定した袖ケ浦市一般廃棄物処理基本計画に基づき、各種取り組みの展開を計画
的に実施することにより、ごみの減量化・資源化の推進を図る。ごみの減量化については、ごみ処理手数料やごみ収集日など総合的な見直し
について検討していく。
また、粗大ごみの出し方等について今後、ガイドブックを作成するなど市民へ周知・ＰＲを図る。
・リサイクルの推進については、資源回収事業等のＰＲを行うとともに国の容器包装リサイクルの方向性を見ながら検討していく。
　また、老朽化した粗大ごみ処理施設の更新や資源物の選別施設の整備の方向性について検討する。
・ごみの適正処理については、次期広域廃棄物処理施設の検討について、君津地域4市と協議を継続していく。
・し尿の適正処理については、平成26年度に改定した袖ケ浦市一般廃棄物処理基本計画に基づき、合併処理浄化槽への転換促進、処理施設の
長寿命化等の展開を図る。
・廃棄物・土砂対策事業については、不法投棄等の監視パトロールを継続するとともに、残土条例の改正を目指す。

（前頁より）
・合併処理浄化槽設置補助事業
　　設置基数：22基

・廃棄物・土砂対策事業
　　監視パトロールの実施
　　・土砂等対策指導員２名体制の継続
　　・定期パトロール６回／週の継続

いずれの事業も概ね予定どおり進捗している。

評　価　担　当　課　長　評　価　欄（平成２７年度評価）

（前頁より）
・合併処理浄化槽設置補助事業
　　設置基数：38基

・廃棄物・土砂対策事業
　　監視パトロールの実施
　　・土砂等対策指導員１名増員、計２名
　　・定期パトロール６回／週

いずれの事業も概ね予定どおり進捗してい
る。

平成２５年度実績 平成２６年度実績 平成２７年度実績
（前頁より）
・合併処理浄化槽設置補助事業
　　設置基数：28基

・廃棄物・土砂対策事業
　　監視パトロールの実施
　　・土砂等対策指導員１名増員、計２名
　　・定期パトロール６回／週

いずれの事業も概ね予定どおり進捗してい
る。

今後の方向性 ○ （事業見直しの必要性　○：現状維持　◆：事業拡充・事業追加　▲：一部事業見直しが必要（事業の再検討））

　事業については、おおむね計画どおり実施されている。
　施策指標については、「１人当たり１日のごみ排出量」及び「ごみ最終処分量」については、施策目標を達成できている。
　リサイクルの割合が年々下がっていることから、ごみ資源化推進事業における資源物収集方法の見直しなど、第３期実施計画に位置付けた
事業の計画的な推進により、施策目標の達成に努められたい。
　また、廃棄物・土砂対策事業については、本市の実状に応じた残土条例の改正について検討を進められたい。

事業の有効性 ○ （施策に対する事業の評価　○：効果的である　▲：効果が不十分　×：効果なし）

参考：市民意識調査の分析（平成２６年度結果分析）

「環境との共生」については、相対的に市民の関心は平均的となっており、満足度は高い。
「ごみ・し尿処理」については、相対的に市民の関心、満足度ともに高い。
これらのことから、この施策については、市民ニーズがある程度満たされている施策であると分析できる。

最　終　評　価　欄

総括評価
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